事業計画書様式

宇部市中小企業競争力強化支援事業費補助金事業計画書

令和　　年　　月　　日　

宇部市長　様

申請者　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
法人名及び代表者の氏名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

宇部市中小企業競争力強化支援事業費補助金の交付を受けたいので、関係書類を添えて申請します。

記

１　補助金交付申請額　金　　　　　　　　円　※千円未満切り捨て

２　補助対象事業　※該当する事業に☑をしてください。１事業者につき１事業のみ申請可
[bookmark: _Hlk227617742]　　　□ 新商品開発・付加価値創出事業
　　　□ 起業・新規事業分野参入事業
　　　□ 販路開拓事業
　　　□ 省人化・省力化に資する事業

３　添付書類
（1） 事業計画書（別紙１）
（２）推薦書（認定経営革新等支援機関）（別紙２）
（３）決算書等（直近２期分）
法人：決算書（貸借対照表、損益計算書）
　　　個人事業主：所得税青色申告決算書又は収支内訳書（確定申告書の写しを含む）
（４）事業概要がわかる資料（パンフレットやリーフレット等）
（５）市税に滞納がないことの証明書又はその写し（発行後３月以内のもの）
（６）その他市長が必要と認める資料

４　担当者の氏名・連絡先等
	【所属】
	【職名】

	【氏名】
	【電話番号】




[bookmark: _Hlk227702700]別紙１（様式第１号関連）
事業計画書
１　申請者の概要
	企業名：
	

	代表者：
役職／氏名
	
	設　立：
	　　年　　月　　日

	住　所：
	〒　　　－　　　　


	主たる業種：
日本標準産業分類、中分類
	

	事業内容：

	資本金：
	
	万円
	従業員：
	　　　　　　　　　　人
※代表者や役員も含めた全員を計上

	担当者
	役職
	
	氏名
	

	担当者メールアドレス
	



２　申請する補助対象事業の内容
	事 業 の 名 称
	

	対象分野

※該当する事業に☑を
してください
	□ 新商品開発・付加価値創出事業
□ 起業・新規事業分野参入事業
□ 販路開拓事業
□ 省人化・省力化に資する事業

	該当理由
	※対象分野にチェック☑した項目に該当する理由・考え方について簡潔に記載してください。

	
	

	事業の概要
	※300字程度で記載してください。

	









	事業の詳細
	※事業内容等について、図・表・写真等も活用し具体的に記載してください。

	































３　事業目標及び効果等
	事業目標
	※事業実施（拡大）による成果指標や目標について記載してください。

	
	指標
	設定（算定）根拠

	KGI（重要目標達成指標）
※本事業で終了時又は終了後、数年で達成すべき指標
	
	

	KPI（重要業績評価指標）
※本事業の実施により測定可能な進捗指標
	1 
	

	
	2 
	

	
	3 
	

	事業効果
	※事業実施（拡大）による効果について記載してください。

	



４　収支予算
（１）資金調達内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区分
	金額
	備考

	自己資金等
	
	自社の負担金

	借入金
	
	

	その他
	
	

	本補助金
	
	市からの補助金

	合計
	
	





（２）支出内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区分
	事業に要する経費
（税込）
	左記のうち
補助対象経費(税抜)
	内容の説明
（積算の根拠）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合計
	
	
	



５　収支計画・付加価値額　　　　　　　　　　　　　　　　
（１）収支計画・付加価値額　   　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	科　　　　　目
	前年度
	１ 年 目
	２ 年 目
	３ 年 目
	５ 年 目

	①売上高
	
	
	
	
	

	②補助事業の売上額
	
	
	
	
	

	③売上原価
	
	
	
	
	

	④③のうち補助事業影響額
	
	
	
	
	

	⑤売上総利益(①－③)
	
	
	
	
	

	⑥販売費及び一般管理費
	
	
	
	
	

	⑦営業利益（⑤－⑥）
	
	
	
	
	

	⑧営業外収益
	
	
	
	
	

	⑨営業外費用
	
	
	
	
	

	⑩経常利益(⑦+⑧-⑨)
	
	
	
	
	

	⑪法人税等充当額
	
	
	
	
	

	⑫当期利益（⑩－⑪）
	
	
	
	
	



	⑬③及び⑥のうち減価償却費
	
	
	
	
	

	⑭③及び⑥のうち人件費
	
	
	
	
	

	⑮付加価値額(⑦+⑬+⑭)
	
	
	
	
	





（２）算出根拠
	
・売上高
　
・売上原価
　
・人件費
　
・減価償却費
　
・その他








[bookmark: _GoBack]
